
主 な 補 正 項 目

１ 東日本大震災関連・経済対策

（１）震災の被災地・被災者への支援
（単位:千円）

新
事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

被災地への職員派遣 490,875 ○被災県や国等からの要請に基づき、被災 総 務 部

地に職員（県・民間）を派遣し、医療・ 健康福祉部

救護、避難所の運営、災害復旧業務等を 農林水産部

支援 土 木 部

［派遣する主な職種と業務内容］ 教育委員会

・医師・看護師：避難所医療救護

・保健師：避難所健康相談

・児童心理司：児童相談所業務

・土木技師：災害復旧業務

・化学職：環境放射能モニタリング

・一般職員：避難所の運営 など

受入被災者生活支援事 36,000 ○震災で被災した世帯が被災地から避難 地域振興部

[地域政策課]業 し、本県に居住された場合に当面の生活

費を支給し、生活再建を支援

［助成対象］

・県内の賃貸住宅（公営住宅、民間賃

貸住宅）に1ヵ月以上居住する世帯

［助 成額 ］1世帯あたり30万円

（単身世帯15万円）

新 被災要援護高齢者の生 6,840 ○被災した要援護高齢者が本県のケアハウ 健康福祉部

[高齢者福祉課]活支援事業 ス(軽費老人ホーム)に入居する場合、費

用負担の軽減を図るため、施設が免除す

る利用料相当額を助成

［ 助 成 対 象 ］

・サービス提供に要する利用料

・居住に要する利用料

※光熱水費及び食費は助成対象外

［助 成 率］10/10

［助成対象期間］H24年3月末まで



（単位:千円）

新
事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

新 被災児童生徒就学支援 35,136 ○被災により県内へ転入した幼児・児童・ 総 務 部

[総 務 課]事業（国基金事業） 生徒の就学を支援

教育委員会

[高校教育課]①高等学校奨学金事業等支援臨時特例基

[特別支援教育室]金の追加積立

[義務教育課]［追加積立額］16,588千円

②市町村が行う就学等支援を助成

・幼稚園の保育料、入園料

・小中学校の学用品、医療費、給食費

など

③私立高等学校へ入学・転入する被災生

徒に対し、授業料を減免する学校法人

に対し経費の一部を助成

④公益財団法人島根県育英会が行う高校

生への修学資金貸与を助成（助成枠の

拡充、20人増）

区 分 貸与月額

公 立 自宅 18,000円

自宅外 23,000円

私 立 自宅 33,000円

自宅外 38,000円

⑤特別支援学校へ転入した生徒等に対す

る就学支援

・教科書、学用品、日用品、学校徴収

金 など



（単位:千円）

新
事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

新 震災対応スクールカウ 4,000 ○震災被災地から県内に転入した幼児・児 教育委員会

[義務教育課]ンセラー配置事業 童・生徒等に対してスクールカウンセラ

ーによるカウンセリングを実施

災害ボランティア活動 30,000 ○災害時における民間団体や県民によるボ 健康福祉部

[地域福祉課]支援事業 ランティア活動の普及、今後のボランテ

ィア活動に向けたノウハウの蓄積及び体 環境生活部

[環境生活総務課]制を構築するための取組を支援

①しまね災害ボランティア基金支援事業

・大規模災害発生時のボランティア活動

に取り組むため、島根県社会福祉協議

会が新たに設置したボランティア基金

の造成費を助成【新規】

［造成助成額］20,000千円

※このほか、県民、法人、団体等か

らも幅広く寄附を募集

［活動内容］

・県外被災地への災害救援ボランティ

ア派遣や連絡調整

・県内で災害が発生した場合の県外ボ

ランティアの受入調整 など

②新しい公共支援事業

・被災者支援等に取り組むＮＰＯ法人

やボランティア団体等のモデル的な

取組を支援(国基金事業）

［取 崩 額］10,000千円

［活動内容］

・被災地でのボランティア活動やコ

ーディネート活動

・ネットワーク形成や人材育成

・情報収集、情報発信 など



（単位:千円）

新
事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

ふるさと島根定住推進 28,080 ○震災の被災者が県内において 一定期間 地域振興部、 、

[地域政策課]事業 農林水産業等の体験を行う場合の滞在に

要する経費を助成

［実施主体］ふるさと島根定住財団

［ 助 成 額 ］体験者に月額12万円を支給

（中学生以下の子供を同伴

する場合は3万円を加算）

［想定人数］20人程度

新 被災企業事業継続支援 37,500 ○震災の影響で所在地での事業活動に支障 商工労働部

[企業立地課]事業 が生じた企業が、県内で事業活動を行う

ための初期費用を助成

①製造業への支援

[人数要件] 5名以上の従業員が県内

に勤務

・空き工場等の賃料助成

［助 成 率］10/10

［上 限 額］20,000千円/年

入居月を含む1年間

・工場操業のための初期費用助成

[上 限 額］5,000千円

[対 象］工場改修費、設備リー

ス料、機械設備輸送据

付費 など

②ソフト産業への支援（制度拡充）

[人数要件] 3名以上の従業員が県内

に勤務

・テクノアークしまね内のレンタル

オフィスの無償提供

・オフィス賃料の助成

［助 成 率］10/10

［上 限 額］10千円/坪・月

5,000千円/6月



（単位:千円）

新
事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

新 原木安定供給対策事業 23,000 ○被災地の仮設住宅等の復旧資材確保を支 農林水産部

[林 業 課]援するため、県内の合板製造事業者の増

産に要する原木の流通経費を助成

①被災地の工場に出荷していた地域の原

木の受入（国10/10）

［助成対象］県内の合板製造事業者等

［助 成 額］定額 2,500円/㎥

②県内産原木の供給

［助成対象］県内の合板製造事業者に

原木を供給する木材業者

［助 成 額］定額 1,000円/㎥

新 県外船受入体制強化事 21,660 ○震災の影響で東日本周辺海域での操業が 農林水産部

[水 産 課]業 困難となった大中型まき網漁船を浜田漁

港で受け入れるため、増加する漁獲物の

規格選別機能を確保する魚体選別設備の

整備費用を助成

［事業主体］漁業協同組合ＪＦしまね

（浜田漁港市場開設者）

［助 成 率］1/3以内



１ 東日本大震災関連・経済対策

（２）地震・原発等の安全・安心対策
（単位:千円）

新
事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

地震・津波対策 18,500 ○震災での津波被害を踏まえ、本県におけ 総 務 部

[消防防災課]る津波災害を想定した対策を実施

①津波被害想定調査

・現在実施中の地震被害想定調査に日本

海東縁部地震を追加し、津波シミュレ

ーションによる被害想定を行う

・調査結果は県・市町村防災計画や津波

ハザードマップに活用

②津波ハザードマップ等の作成

・津波被害想定調査に基づき、津波ハザ

ードマップを作成し、市町村に提供

③津波災害対応マニュアルの作成

・市町村長の適切な避難勧告等のため、

津波災害に対応するマニュアルを作成

④津波災害に対する啓発

・県民の津波に対する防災意識を高める

ための啓発資料等の作成

原子力防災対策 50,000 ○福島第一原子力発電所事故を踏まえ、本 総 務 部

[消防防災課]県で早急に取組む必要のある事業を実施

①原子力防災対策の見直しのための調査

・福島原発事故を踏まえ、広域的な避難

や放射線観測体制の強化等に係る基礎

データの収集・整理や課題検討のため

の調査を実施

②福島原発事故に係る環境放射線等の監

視体制の強化

・放射線等監視の箇所数、頻度の増

③放射線に関する広報

・県民の放射線に対する関心や不安に応

えるためのパンフレット作成及び講演

会の開催



（単位:千円）

新
事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

地すべり危険地調査事 25,000 ○地すべりの可能性のある箇所について基 農林水産部

[農地整備課]業 礎データを整備するための調査を実施

防災備蓄物資等の補充 56,631 ○震災の被災地に提供した物資の補充や今 総 務 部

[消防防災課]・整備 後の被災等に備えて必要となる装備品等

を整備 健康福祉部

[医療政策課]・防災備蓄物資、災害出動用備蓄食の補

充 警 察 本 部

・被ばくスクリーニング検査用防護服の

補充

・検視関係装備品の整備 など



１ 東日本大震災関連・経済対策

（３）県内産業への震災関連経済対策
（単位:千円）

新
事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

緊急生産販売支援対策 25,000 ○震災の影響等により価格下落の影響を受 農林水産部

[農畜産振興課]（農林水産振興がんば ける懸念がある農林水産物の販売及び生

る地域応援総合事業） 産コスト軽減に係る費用を助成

①販売促進活動費【新規】

［ ］ 、 、 、事業主体 ＪＡ 市町村 森林組合

漁業協同組合、生産者組

織等

［助 成 率］1/2以内

（ ）事業費上限額1,300千円

②加温栽培作物の生産コスト軽減を図る

ための設備整備費

［事業主体］ＪＡ、市町村、生産者組

織等

［助 成 率］1/3以内

新 県産食品等輸出検査支 25,515 ○震災の影響により輸出に際して放射線検 農林水産部

しまねブランド援事業 査を求められる事案が増えているため、 [

]放射線検査を受ける場合の検査費用を助 推進課

成

［助成対象］県産品（加工食品及び農林

水産品）の輸出に取組む県

内事業者等

［助 成 率］検査費用の9/10



（単位:千円）

新
事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

しまね観光誘客推進事 50,000 ○震災の影響等から観光客の入込が減少傾 商工労働部

[観光振興課]業 向にあることから夏季以降の誘客対策を

支援

［旅行商品造成の支援］

・長期滞在プラン商品造成

・関西・中京圏個人旅行商品造成

・首都圏等団体旅行商品造成 など

新 コンベンション開催支 3,050 ○全国規模以上の会議等の誘致を促進する 商工労働部

[商工政策課]援事業 ため、主催者に対して開催経費の一部を

助成

［事業期間］H23～25

［助成金額］延べ宿泊者数に応じて算出

［事業主体］(財)くにびきメッセ

新 しまねの工芸品販路開 10,000 ○県内で製造されている工芸品を対象に、 商工労働部

しまねブランド拓支援事業 製作者等が自ら行うマーケティング、新 [

]たな商品開発及び販路拡大の取組を支援 推進課

・研究会、情報交換会

・商談会、展示即売会への出展

発展型試作開発等助成 30,000 ○震災以降、新たな品目の製造依頼や新規 商工労働部

[産業振興課]事業 契約の引合いが増えていることを踏ま

え、県内製造業の新しい分野の進出に向

けた製品開発や新規受注の獲得に向けた

試作開発に係る経費を助成

［助成対象］

（ 、 ）・試作開発費 原材料 機械装置費等

・販路開拓費（展示会出展、専門家謝

金等）

[助 成 率] 1/2



（単位:千円）

新
事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

企業立地促進助成制度 制度拡充 ○震災の影響等によって多くの企業で生産 商工労働部

[企業立地課]拠点のあり方等の見直しや生産拡大の動

き等があることから、県内への立地、増

設等の投資を促進するため立地助成制度

を拡充

［適用期間］H23年7月(予定)～H25年度

［投資助成割合の拡充］ 5%加算

［特例企業の範囲、加算の拡充］

（改正前 ・資本金1億円以下かつ）

常用従業員100人以下

（改正後 ・資本金3億円以下かつ）

常用従業員300人以下

・雇用助成を追加

（新規常用雇用人数

）×100万円

・技術者加算を追加（5%）



（単位:千円）

新
事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

新 Ｒｕｂｙビジネスプラ 20,000 ○ソフト系ＩＴ企業の県内集積と成長の促 商工労働部

[産業振興課]ットフォーム整備支援 進を図るため、オープンソースソフトウ

事業 ェアＲｕｂｙの国際拠点化に係る費用を

助成

・Ｒｕｂｙ情報の発信、検索・編集エン

ジンの開発、機能検証等に要する経費

を助成

［助成率］1/2

職業教育訓練支援事業 10,764 ○雇用調整助成金受給企業数の増加や受給 商工労働部

[雇用政策課]期間の長期化等へ対応するため高等技術

校が行う教育訓練支援事業を拡充

・教育訓練コースの増設（＋25コース）

月27コース → 月52コース

・特別コースの新設（各校月1回）

職場のリーダー育成、マネジメント

など

緊急雇用創出事業 360,000 ○震災の影響等に伴う県内雇用情勢の変化 商工労働部

[雇用政策課]（国基金事業） に備え、本年度の事業費規模を拡充



１ 東日本大震災関連・経済対策

（４）安全・安心な社会基盤・生活基盤の整備
（単位:千円）

新
事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

県単公共事業（安全・ 3,950,000 ○安全安心につながる防災対策事業を実施 農林水産部

安心対策） ・原発避難道路の整備促進 土 木 部

・緊急輸送道路の橋梁耐震化、法面防災特別会計を

対策含む額

4,000,000 ・孤立集落対策、斜面対策等の道路防災

・砂防事業等による土砂災害対策

・豪雨時の冠水箇所の解消や護岸整備等

・農地等の地すべり対策

・山地の落石防止対策

・漁港における高潮による浸水被害防止

対策

高等学校校舎等整備事 178,455 ○木造建築校舎等のうち、延べ床面積500 教育委員会

[教育施設課]業 ㎡超のものについて耐震性を引上げるた

め、緊急に補強工事を実施

①津和野高校（部室棟）

②三刀屋高校掛合分校（管理教室棟、教

室棟）

③松江南高校宍道分校（管理教室棟）

④浜田高校今市分校（教室棟）

⑤出雲高校（特別教室棟）

県立武道館、図書館耐 17,488 ○構造が複雑なため耐震診断方法等の調整 教育委員会

[保健体育課]震化事業 を行っていた県立武道館、県立図書館の

[社会教育課]耐震化を実施

［武道館］H23 耐震診断、実施設計

H24 耐震化工事

［図書館］H23 耐震診断

H24 実施設計

H25 耐震化工事



２ 地域医療再生計画の追加
（単位:千円）

新
事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

地域医療再生計画事業 1,519,150 ○島根県地域医療再生計画に基づく三次医 健康福祉部

[医療政策課]（国基金事業） 療圏(島根県全域の広域医療圏)における

[健康推進課]地域医療提供体制の課題解決のための取

組を実施

［事 業 期 間］H23～25

［基金積立額］1,500,000千円

［取 崩 額］ 10,575千円

［事 業 内 容］

①地域医療支援センター運営事業

・研修医の確保、県外医師の招聘のた

めの情報発信や調整等を実施

（運営手法）

島根大学及び県(医療政策課内)に設

置し、共同運営

②診療科ネットワーク専門医育成支援

事業

・魅力ある研修プログラムの作成や研

修医の受入調整など、専門医の養成

支援に向けて、診療科ネットワーク

の構築と指導体制を整備

③ＰＥＴ－ＣＴ利用促進事業

・がん検診の受診率の向上とがんの早

期発見のため、早期発見に有効なＰ

ＥＴ－ＣＴ機器を用いたがん検診の

受診費用の引き下げに要する費用や

広報啓発経費を助成

［対象機関］

出雲市立総合医療センター

［検診助成額］5,000円/回

（別途、市の助成制度あり）

※県西部地域においては、浜田医療

センターで、H22年度から上記と同

様の助成を実施

※①及び②は、一部国庫補助金を活用
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